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脱炭素の取組みと気候変動の影響に関する調査 

2022 年 1 月 25 日 

株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 

地域振興部 産業調査グループ 

 

 

～既に何かしらのアクションを 

起こしている企業が全体の約３割～ 

 

 

 

 

 

 

 

現時点での脱炭素に関する取組みの実施状況（また

は検討予定等の状況）については、「既に取組んでい

る」（19.7％）、「具体的な取組みについて検討してい

る」（11.0％）とする企業が全体の 30.7％でした。 

一方、全体のおよそ半数は、現時点では特に何も取

組んでおらず、検討予定もないという回答でした。 

エリア（本社所在地）別にみると、「既に取組んで

いる」と回答した企業の割合は、山陰以外（22.2％）

よりも山陰（16.0％）の方がやや低くなっています。 

 

～事業活動に関係する温室効果ガス排出量を 

把握している企業は全体の約１割～ 

 

自社の事業活動に関係する温室効果ガス排出量を

把握している企業の割合は全体の 11.2％でした。な

お、山陰の企業（6.9％）では、山陰以外の企業（14.1％）

と比べて半分程度の水準になっています。 

また、取引先等を含めたサプライチェーン全体

（Scope３）の排出量を把握している企業は全体の

1.3％でした。 

 

 

～太陽光発電、建物の空調負荷低減化、 

次世代自動車の導入が中心～ 

 

既に導入済みと回答された主な取組みは、「太陽光

発電（自家発電）」（山陰 13.1％、山陰以外 20.0％）、

「太陽光発電（ＰＰＡ）」（山陰 9.5％、山陰以外 17.4％）

「建物の空調負荷低減化」（山陰 12.0％、山陰以外

11.2％）「次世代自動車の導入」（山陰 9.8％、山陰以

外 9.5％）といったものが中心となっています。「太

陽光発電（自家発電、ＰＰＡ）」を導入済みと回答し

た企業の割合は、山陰以外よりも山陰の方が低くなっ

ています。 

 

１．脱炭素の取組みの実施状況について 

 

２．温室効果ガス排出量の把握状況について 

 

３．脱炭素に関する具体的な取組み内容 

                             （設備関連） 

備関連） 

太陽光発電（ＰＰＡ）：需要家の屋根や敷地に PPA 事業者が太陽光発電シス

テム等を設置・運用し、発電した電力を需要家が購入するビジネスモデル

のこと。 
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～「次世代自動車の導入」や「蓄電システム」、 

「建物の空調負荷低減化」への関心が高い～ 

 

現時点では導入や検討の予定は無いが関心のある

取組みについては、エリアを問わず、「次世代自動車

の導入」（山陰 61.8％、山陰以外 56.3％）や「蓄電シ

ステム」（山陰 60.7％、山陰以外 53.7％）、「建物の空

調負荷低減化」（山陰 54.2％、山陰以外 52.7％）に関

心を持っている企業の割合が比較的高い。 

 

～「取組みたいとは思うが、 

何をすべきかが分からないから」が最も多い～ 

 

現段階で取組みや検討を行っていない理由として

は、「取組みたいとは思うが、何をすべきかが分から

ないから」（山陰 67.1％、山陰以外 57. 6％）がエリ

アを問わず最も多くなっています。 

 

 

～コストに見合う効果や 

ノウハウの不足が最大の課題になる～ 

 

今後、取組みを進めていく上での課題としては、製

造業では「コストに見合う効果が見込めない、または

コストを価格転嫁できない」(製造業の 60.6％)、非

製造業では「取組むための専門知識やノウハウが不足

している」(非製造業の 47.8％)と回答した企業が最

も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

４．検討予定は無いが関心のある取組み 

                             （設備関連） 

備関連） 

５．取組みに至っていない理由 

 

６．今後取組みを進めていく上での課題 

 

【調査概要】 

１．期  間：2021 年 11 月 1 日～11 月 18 日 

２．対  象：一定の条件で抽出した法人取引先（3,245 件） 

３．調査方法：依頼状を郵送で配布し、Web で回答 

４．回 答 数：有効回答数 694（エリア別内訳：山陰 275、山陰以外 419） 

回収率 21.4％ 


